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2014年度第3四半期の決算実績について説明します。 

ガス販売量は、前期に比べ、7億2,000万立方メートル、7.1パーセント増加し、108億5,000

万立方メートルとなりました。 

これは、鹿島地区を中心とする工業用、主に発電用需要の増加によるものです。 

  

続いて収支実績です。 

売上高は、前期に比べ、1,448億円、10.1パーセント増の1兆5,801億円となりました。 

営業費用は、都市ガス原料費が販売量の増加及び円安影響等により1,345億円、21.0パー
セント増加したこと等により、1,759億円、13.1パーセント増の1兆5,233億円となりました。な
お、円安の進行に伴う原料費調整による基準原料価格との単価差異から生じるスライド差
により、売上で612億円の増収、都市ガス粗利で221億円の減益要因となっております。 

この結果、営業利益は、311億円、35.4パーセント減の567億円、経常利益は、317億円、
38.1パーセント減の514億円となりました。 

固定資産売却益等の特別損益92億円を加え、当期純利益は、174億円、31.5パーセント減
の377億円となりました。 

なお、売上高は第3四半期における過去最高を更新しました。 
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ここではガス販売量の分野別増減を説明します。 

家庭用は前期と比較して低気温であったことや、お客さま件数が順調に増加して
いることから40百万m3の増加となりました。 

業務用は低気温で空調用の需要が減少したほか、省エネ傾向も継続しており82百
万m3の減少となりました。 

工業用は鹿島地区を中心に発電専用ガスが7億37百万m3増加した一方で、一般

工業用はまだアベノミクス効果が当社のお客さまのガス使用には現れていないこと
もあり51百万m3減少したことから、6億86百万m3の増加となりました。 

卸については卸供給事業者需要増等で75百万m3の増加となっております。 

以上より、トータルでは先ほど申し上げましたように、7億2千万m3の増加となりまし
た。 
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このページでは工業用ガス販売量の地区別・分野別内訳等を記載しておりますので
ご参考にお願いします。 



セグメント別の売上高・営業損益を対前年同期比で示しております。 
海外事業や電力事業は増益となったものの、都市ガスセグメントはスライドタイムラグ
が悪化したことから大幅な減益となっております。 
増減要因は次のページでご説明します。 
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セグメント別の増減要因詳細をお示ししています。 
都市ガスセグメントは318億円の大幅減益となっておりますが、これはスライドタイムラ
グ差221億円、および13年12月に実施した料金改定が今年度はフルに効くことで
140億円の減収になること等が主な要因です。 
  
器具工事セグメントは、エネファームのメンテナンス費用の引当を実施したこと等か
ら48億円の減益となっております。 
  
電力事業は前年度にあった大規模定期点検が今年度は無かったことから販売量が
増加し9億円の増益となりました。 
  
LNG販売は都市ガス同様原料費が増加し14億円の減益、またLPG事業はCP価格
が下落したことから10億円の減益となっております。 
  
海外事業は上流権益の利益が増えていることから、62億円と大幅な増益となってお
ります。 
  
船舶事業は、他社への貸船事業がLNG船マーケットの需給緩和を背景に低調なこ
と等から15億円の減益となっております。 
  
以上のセグメント別要因に営業外損益の増減を加え、経常利益は317億円の減益と
なりました。 
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続いて今期の通期見通しを昨年10月に発表した前回見通しと対比してご説明します。 

今回は第3四半期の業績および原油価格の下落影響を踏まえ、通期の業績見通しを対前
回比で上方修正しました。 

21ページの参考資料の通り、足下で原油価格の下落が進行しており、この影響は一般に3

か月後のＬＮＧ価格に反映されることから、第4四半期には原料価格が低下いたします。一
方、原料費調整制度によりガス料金に反映されるのは、さらに3か月後となるため、第4四半
期は大幅なスライド過回収が見込まれます。 

具体的には、前提となる経済フレームは、１月以降前回は110円/＄で見ていた為替レート
を今回は120円/＄と円安に、原油価格は同じく＄100/bblを$60/bblと原油安に変更しており
、この結果スライドタイムラグの過回収額は274億円の大幅増加を見込むこととなりました。
以上により都市ガスセグメントの営業利益が対前回271億円の増加となり、営業利益は対前
回300億円の上方修正としております。 
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ここではガス販売量を分野別にお示ししております。 

対前回で1億61百万m3の上方修正としておりますが、鹿島地区での発電専用ガス
が前回見通しを上回る工業用を1億78百万m3上方修正した一方、業務用は省エ
ネ傾向が前回見通しより強まると見て33百万m3下方修正したことが主な要因です
。 
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このページでは工業用ガス年度見通し販売量の地区別・分野別内訳等を記載してお
りますのでご参考にお願いします。 



ここではセグメント別売上高・営業損益を対前回見通しで比較しております。 
経済フレーム変更により都市ガス事業や電力事業が増益修正されております。 
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ここではセグメント別の増減要因詳細を対前回見通し比でお示ししています。 
先述の通り、都市ガスセグメントは経済フレーム変更により、スライド差が大幅に増加
し271億円営業利益を上方修正しております。 
  
器具工事セグメントはエネファームのメンテナンス引当を実施したことから31億円の
下方修正としました。 
  
電力事業は販売電力量はほぼ前回見通し通りであるものの、都市ガス同様、経済フ
レームの変更から原料費の減少が見込まれ、19億円の上方修正となっております。 
  
海外事業は、円安進行により、円貨換算ベースの営業利益は前回より上方修正して
おります。 
  
営業外損益はほぼ前回並みを見込んでいるため、経常利益は、営業利益同様300
億円の上方修正としております。 
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１３~１４ページは、対前年実績比でセグメント別の売上高・営業損益増減を記載して
おりますので、ご参考にお願いします。 
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連結ベースの設備投資額は、前回より若干減少の2,320億円を見込んでおります。 

今期の当社グループの主な投資としては、日立市に建設中のLNG基地、同基地
から栃木県に伸びる茨城~栃木幹線、そして海外上流事業等があげられます。 
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１６ページには年間の資金計画を記載しておりますのでご参考にお願いします。 

 



このページでは当社の株主還元政策・総分配額の推移等をお示ししております。 

当社は2020年度に至るまでの総分配性向を６割程度と表明しておりますが、今回
上方修正した連結当期純利益1,220億円を前提としますと、10円配維持ベースで
配当総額は244億円、自社株取得額は488億円となります。 

2006年度からこの総分配性向６割を公言し、ここまで毎期確実に株主様へのお約
束を継続的に果たしてきている点にご注目ください。 
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１８ページでは、今期の主要計数を記載しています。 
ROEは11.6%を見込んでおります。 
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